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年
末
、
タ
レ
ン
ト
の
タ
モ
リ
さ
ん
が
「
徹
子
の
部

屋
」
に
生
出
演
し
、「
来
年
は
ど
ん
な
年
に
」
と
の
問

い
に
「
新
し
い
戦
前
に
な
る
の
で
は
」
と
答
え
、
ネ
ッ

ト
上
で
は
物
議
を
醸
し
て
い
ま
す
。

　
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
か
ら
間
も
な
く
１
年
が

経
過
し
ま
す
が
国
連
は
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
民
間
人
の
死

者
が
７
０
０
０
人
以
上
に
の
ぼ
る
と
発
表
し
、「
死
傷

者
の
ほ
と
ん
ど
は
、
重
火
器
や
ミ
サ
イ
ル
な
ど
広
範
囲

に
被
害
を
も
た
ら
す
兵
器
に
よ
る
も
の
」
と
指
摘
し
て

い
ま
す
。
犠
牲
に
な
る
の
は
罪
の
な
い
民
間
人
（
市
民

・
労
働
者
・
子
ど
も
）
で
あ
り
、
武
力
で
解
決
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
こ
と
、
平
和
の
重
要
性
を
改
め
て
実
感

し
ま
す
。
戦
争
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
る
も
の
は
、
避

難
民
、
孤
児
、
負
傷
者
、
破
壊
さ
れ
た
家
屋
な
ど
で
あ

り
、
そ
の
一
方
で
軍
需
産
業
の
莫
大
な
利
益
に
よ
っ
て

一
部
の
人
だ
け
が
潤
っ
て
い
く
の
で
す
。

「
安
全
保
障
関
連
三
文
書
」
と
は
？

　
そ
の
よ
う
な
中
、
日
本
政
府
は
12
月
16
日
に
安
保

関
連
三
文
書
「
国
家
安
全
保
障
戦
略
」「
国
家
防
衛
戦

略
」「
防
衛
力
整
備
計
画
」
の
改
訂
に
つ
い
て
閣
議
決

定
し
ま
し
た
。
特
に
「
国
家
安
全
保
障
戦
略
」
に
は
、

「
総
合
的
な
防
衛
体
制
の
強
化
の
一
環
と
し
て
、
自
衛

隊
・
海
上
保
安
庁
に
よ
る
国
民
保
護
へ
の
対
応
、
平
素

の
訓
練
、
有
事
の
際
の
展
開
等
を
目
的
と
し
た
円
滑
な

利
用
・
配
備
の
た
め
、
自
衛
隊
・
海
上
保
安
庁
の
ニ
ー

ズ
に
基
づ
き
、
空
港
・
港
湾
等
の
公
共
イ
ン
フ
ラ
の
整

備
や
機
能
を
強
化
す
る
政
府
横
断
的
な
仕
組
み
を
創
設

す
る
。
あ
わ
せ
て
、
有
事
の
際
の
対
応
も
見
据
え
た
空

港
・
港
湾
の
平
素
か
ら
の
利
活
用
に
関
す
る
ル
ー
ル
作

り
等
を
行
う
。
こ
れ
ら
の
取
組
は
、
地
方
公
共
団
体
、

住
民
等
の
協
力
を
得
つ
つ
推
進
す
る
」
「
国
、
地
方
公

共
団
体
、
指
定
公
共
機
関
等
が
協
力
し
て
、
住
民
を
守

る
た
め
の
取
組
を
進
め
る
な
ど
、
国
民
保
護
の
た
め
の

体
制
を
強
化
す
る
こ
と
」
と
あ
り
ま
す
。
私
た
ち
鉄
道

「安全保障関連三文書」の閣議決定で、戦後の安全保障政策が大きく転換！「安全保障関連三文書」の閣議決定で、戦後の安全保障政策が大きく転換！
‒‒〝戦前〟に対して生活を守るために、現実に目を向け考動しよう！〝戦前〟に対して生活を守るために、現実に目を向け考動しよう！‒‒

「安全保障関連三文書」改定の閣議決定を許さず、憲法9条を堅持し、平和で安心し
て暮らせる社会の実現に向けてたたかう中央執行委員会見解

事
業
者
は
間
違
い
な
く
協
力
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す

が
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
で
の
現
実
を
見
れ
ば
、
駅
や
鉄
道
が

標
的
に
な
る
こ
と
は
火
を
見
る
よ
り
も
明
ら
か
で
す
。

防
衛
費
増
大
を
許
し
て
い
い
の
か
？

　
三
文
書
に
関
連
し
て
「
今
後
５
年
間
の
防
衛
費
を
総

額
43
兆
円
に
増
や
す
」
と
岸
田
首
相
が
示
し
、
12
月
23

日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
２
０
２
３
年
度
当
初
予
算
案
に

お
い
て
、
防
衛
力
強
化
の
５
か
年
計
画
初
年
度
と
し

て
、
防
衛
費
を
前
年
度
比
１
兆
４
２
１
４
億
円
（
26
・

３
％
）
増
の
６
兆
８
２
１
９
億
円
と
し
、
過
去
最
大
を

更
新
す
る
も
の
に
し
ま
し
た
。

　
政
府
は
、
防
衛
費
増
の
財
源
の

一
部
と
し
て
、
法
人
、
所
得
、
た

ば
こ
３
税
を
「
２
０
２
４
年
以
降

の
適
切
な
時
期
」
に
段
階
的
に
増

税
し
、
27
年
度
に
計
１
兆
円
強
を

確
保
す
る
方
針
を
示
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
国
債
と
借
入
金
、

政
府
短
期
証
券
を
合
計
し
た
国
の

借
金
は
２
０
２
２
年
９
月
末
時
点

で
１
２
５
１
兆
３
７
９
６
億
円
で

過
去
最
大
を
更
新
し
、
国
民
一
人

当
た
り
の
借
金
は
約
１
０
０
２
万

円
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
さ
ら
に
国

民
に
負
担
を
か
け
る
の
で
し
ょ
う

か
。
そ
れ
で
な
く
て
も
、
日
本
は

30
年
間
賃
金
が
上
が
ら
ず
、
物
価

だ
け
が
上
昇
し
て
い
る
現
在
、
防

衛
費
増
税
に
よ
り
私
た
ち
の
生
活

は
ま
す
ま
す
苦
し
く
厳
し
い
も
の

と
な
り
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
状

況
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　「
防
衛
」
と
い
う
名
の
も
と
に

軍
拡
す
る
動
き
に
い
ま
、
声
を
あ

げ
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。
だ
か
ら
こ
そ
、
Ｊ
Ｒ
東

労
組
は
「
あ
ら
ゆ
る
戦
争
政
策
」
「
防
衛
の
た
め
の
増

税
」「
鉄
道
の
軍
事
利
用
」
に
断
固
反
対
で
す
。
見
解

を
読
み
合
わ
せ
、
危
機
感
を
一
致
さ
せ
、
何
を
す
べ
き

か
考
え
、
行
動
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　政府は12月16日、外交・防衛政策の長期指針、安保関連三文書（国家安全保障戦略、国家防衛戦略、防衛力

整備計画）の改定を閣議決定した。

　防衛力の抜本的な強化を掲げ、相手のミサイル発射拠点を叩く反撃能力の保有、サイバー攻撃を防ぐための

「能動的サイバー防御」の導入、武器や関連技術輸出の積極的推進などが盛り込まれた。さらに岸田首相は、防

衛費をＧＤＰの2％、今後5年間の防衛費を総額43兆円に増やすとしている。そのために「今を生きる国民（後

に「我々」に修正）が自らの責任としてその重みを背負って対応するべきものである」と増税していく考えを

示している。

　この閣議決定は、戦後日本の安全保障政策の大転換である。日本が、防衛費をＧＤＰの2％にすれば、世界

第3位の軍事大国となる。「反撃能力」と称した攻撃能力の保有は、自衛のための必要最小限とした「専守防

衛」を無視した憲法9条違反であり、一切の国民議論を経ず、閣議決定で憲法を形骸化する強権政治を許すこ

とはできない。ＪＲ東労組は、一切の戦争政策に断固反対するものである。

　30年間賃金が上がらず、相次ぐ物価高で私たち、労働者・市民の生活がますます苦しくなっている中、高齢

者の医療費負担が増額された。そして「台湾有事」や「北朝鮮のミサイル発射における防衛力の強化」などを

理由とし、軍備増強が正当化され、さらなる増税＝国民負担を求めることは、まったく理解できない。それば

かりか、法人税の増額議論は、23春闘の賃上げの機運に水を差す行為である。ＪＲ東労組は、私たちの暮らし

を壊す軍備拡大のための増税にも反対である。

　岸田内閣は、来年度の防衛費を過去最大の6兆8000億円とする方針を固めた。「反撃能力」の保有に向けて、

アメリカ製の巡航ミサイル「トマホーク購入」2100億円を計上している他、陸上自衛隊の「12式地対艦誘導弾

改良型」の開発費33億円、量産費800億円など計上している。さらに今回明記された「防衛装備移転三原則の

見直し」により、武器や関連技術の開発・輸出が進めば、必ず大きな利益を得る企業が出てくる。ロシアのウ

クライナ侵攻を契機に「脅威」を煽り、防衛力強化を訴えるが、軍事大国化へ進むその本質は、軍需産業の利

益のためである。

　日本は台湾有事も想定し、中国などの脅威を煽るが、台湾有事の際は多くの軍事施設がある沖縄が拠点とな

るため、攻撃対象になりかねない。さらに鉄道は「大量輸送」できることから、防衛省が台湾有事の際、弾薬

などの鉄道輸送の必要性を訴えている。ロシアのウクライナ侵攻を見ても、軍事施設や人が集まる駅、軍事物

資輸送を担う線路や列車などが標的とされるのは明らかである。常に戦争で犠牲になるのは労働者・市民・子

どもたちである。

　ＪＲ東労組は、「あらゆる戦争政策」と「暮らしを壊す増税」と「鉄道の軍事利用」に断固反対していく。

いま日本の政治がやるべきことは、平和憲法を守り広め、戦争を起こさないための外交努力などであり、決し

て軍事力の増強ではない。4月に統一地方選挙がおこなわれる。今から軍事拡大に向けた動きに対する危機感

を議論し、私たちの意志を示そうではないか。

・労働者の「命」を守り、労働者が戦争に加担しないためにも「一切の戦争政策に反対」の声を出そう！

・子どもたちに平和な社会を残すために、労働組合として堂々とたたかっていこう！

・憲法9条を守るために、たたかう仲間の輪を拡大しよう！
 2022年12月20日

 東日本旅客鉄道労働組合

 中央執行委員会

　
昨
年
11
月
、
政
府
は
「
新
し
い
資
本
主
義
現
実
会

議
」
を
総
理
大
臣
官
邸
で
開
き
、
岸
田
首
相
は
経
団
連

の
十
倉
会
長
や
連
合
の
芳
野
会
長
に
対
し
、「
物
価
高

に
負
け
な
い
賃
上
げ
を
来
年
の
春
闘
で
実
現
す
る
よ
う

に
」
と
強
く
要
請
し
ま
し
た
。

　
そ
し
て
、
１
月
５
日
に
開
催
さ
れ
た
連
合
の
新
年
交

歓
会
に
来
賓
と
し
て
出
席
し
た
岸
田
首
相
は
「
連
合
は

５
％
の
賃
上
げ
を
求
め
て
い
る
、
政
府
と
し
て
も
後
押

し
し
た
い
と
考
え
て
い
る
」「
賃
上
げ
を
構
造
的
賃
上
げ

と
し
て
持
続
す
べ
く
、
リ
ス
キ
リ
ン
グ
に
よ
る
能
力
向

上
支
援
、
日
本
型
職
務
給
の
確
立
、
成
長
分
野
へ
の
雇

用
の
円
滑
な
異
動
を
進
め
て
い
く
」と
述
べ
て
い
ま
す
。

　
政
府
や
経
団
連
は
、「
構
造
的
賃
上
げ
」
を
推
し
進

め
る
と
し
て
い
ま
す
。
そ
れ
は
、「
リ
ス
キ
リ
ン
グ
」
に

よ
っ
て
生
産
性
を
向
上
さ
せ
、「
労
働
移
動
」
を
円
滑

に
す
る
た
め
に
移
動
先
で
の
賃
金
が
低
下
し
な
い
よ
う

に
「
職
務
給
」
に
転
換
し
、
仕
事
に
応
じ
た
高
い
賃
金

を
受
け
取
れ
る
よ
う
に
し
て
、
得
ら
れ
た
利
益
を
分
配

す
る
こ
と
で
賃
上
げ
に
つ
な
げ
る
と
い
う
仕
組
み
で

す
。
そ
の
た
め
に
、
リ
ス
キ
リ
ン
グ
支
援
と
し
て
５
年

間
で
１
兆
円
を
投
じ
る
と
岸
田
首
相
は
２
０
２
２
年
10

月
３
日
の
所
信
表
明
演
説
で
表
明
し
て
い
ま
す
。
「
構

造
的
賃
上
げ
」
を
実
現
す
る
に
は
「
労
働
強
化
」
が
確

実
に
行
わ
れ
て
い
く
と
い
う
こ
と
で
す
。

　
ま
た
、「
賃
上
げ
へ
の
後
押
し
し
た
い
」
と
連
合
と

歩
調
を
合
わ
せ
て
い
る
か
の
よ
う
な
姿
勢
は
、
今
春
の

統
一
地
方
選
や
次
期
衆
院
選
を
に
ら
み
、
野
党
の
分
断

を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
意
図
が
透
け
て
見
え
て
い
る
と

言
え
ま
す
。

　
物
価
高
で
生
活
が
苦
し
い
状
況
が
続
い
て
い
る
中
、

賃
上
げ
を
後
押
し
す
る
、
そ
の
裏
に
は
政
府
や
経
営
者

の
狙
い
が
潜
ん
で
い
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
い
け
ま
せ

ん
。リ

ス
キ
リ
ン
グ
と
は
…
経
済
産
業
省
は
リ
ス
キ
リ
ン
グ

（Re-skilling

）
を
「
新
し
い
職
業
に
就
く
た
め
に
、
あ

る
い
は
、
今
の
職
業
で
必
要
と
さ
れ
る
ス
キ
ル
の
大
幅

な
変
化
に
適
応
す
る
た
め
に
、
必
要
な
ス
キ
ル
を
獲
得

す
る
／
さ
せ
る
こ
と
」
と
定
義
し
て
い
ま
す
。

岸
田
首
相
の
賃
上
げ
要
請
の
狙
い
と
は
⁉


